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はじめに

　本稿では高度成長期の鋳物産業の構造変化につい
て，事業所数，需給構造，技術，階層性といった視
角から分析し，明らかにする。
　高度成長期の鋳物産業を取り上げる理由は，以下
の通りである。
　第一に，日本経済の高度成長を牽引し，その後，
高い国際競争力を発揮する機械工業に対して鋳物産
業は素形材を供給し，競争力を支えてきた基盤的技
術産業である。
　第二に，本稿で取り上げる銑鉄鋳物製造業は，量
産・非量産型機械工業の両者を需要分野としており，
これらの需要分野に応える技術が高度成長期に当該
産業の中小企業に定着し，活用されたことで，機械
工業を支える存在となった。これまで鋳物産業にお
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　本稿は高度成長期の鋳物産業の構造変化について，事業所数，需給構造，技術，階層性といった視角か
ら分析し，本号では以下の点が示された。高度成長を通じて鋳物産業に対する評価は変化し，その実態も
変化した。高度成長期の銑鉄鋳物製造業では，比較的規模の大きい層の事業所数が増加する一方で，大多
数の中小規模事業所数は維持ないし緩やかに増加する傾向が見られた。全体的な動向としては，中小企業
性が維持されたまま，仕事量が拡大し，生産性が向上した。高度成長期に急拡大した機械用銑鉄鋳物需要
は自動車用と産業機械器具用であり，これらの需要が鋳物産業に構造変化を生み出す契機になる。本号で
は，労働生産性の大幅な向上をもたらし，拡大する自動車用鋳物需要に対応した大量生産体制の形成につ
いて詳細に検討した。そこでは，自動車メーカーが内製部門において大量生産システムを形成し，同時に
外注化を進めたこと，大手鋳物メーカーが育成されたこと，自動車用鋳物に関わる下請分業生産が中小企
業を含めて広まったことで自動車用鋳物と中小鋳物メーカーとの結びつきが強まり，鋳物産業集積地での
自動車用鋳物の生産拡大と企業規模を拡大させる鋳物メーカーの出現に結実したことを明らかにした。
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ⅰ 立命館大学産業社会学部准教授

『立命館産業社会論集』第５４巻第４号 ２０１９年３月



ける大量生産技術の形成について言及されることは
少なくなかったが，多品種少量生産技術に関しては
技術発展が進みにくい分野，あるいは遅れた生産形
態として捉えられる傾向があり，非量産型機械工業
を支える多品種少量生産の技術変化については，金
型用鋳物の分野で発達したフルモールド鋳造法を除
けば，十分に検討されていない１）。
　第三に，高度成長期を通じて鋳物産業に対する評
価が変化した。高度成長期初期には「機械工業発展
の阻害要因」とまで言われた鋳物産業は，高度成長
を経て機械工業の競争力基盤として積極的に位置づ
けられるようになった。このように評価が変化した
のは，鋳物産業の実態が高度成長期に変化したため
であるが，その変化を明らかにしたい。
　第四に，鋳物産業は少数の大手機械メーカー内製
部門・大手鋳物メーカーと圧倒的大多数の中小鋳物
メーカーによって構成され，大手鋳物メーカーと中
小鋳物メーカーが共存する構造がある。この点につ
いて，市川（１９６０）は，高度成長期に進展した上位
層の鋳物メーカーの設備近代化によって企業間格差
が拡大したと主張したが，当該期の構造変化の内実
についての検討は不十分さを残している。
　かつて筆者は，大手鋳物メーカーと中小鋳物メー
カーが共存する供給構造は，市場と生産の違いに着
目して，大量生産・多品種少量生産といった生産シ
ステムの分化に基づくことを主張したが（永島， 
２０１５），本稿はその形成過程を明らかにするもので
ある。つまり本稿で明らかにされる鋳物産業の構造
変化とは，量産型機械工業と非量産型機械工業とい
う異なる鋳物需要の急増を契機として，一方では新
たに大量生産体制が形成され，他方では旧来からの
多品種少量生産分野の技術発展が進展したことであ
る２）。本号では前者について検討し，後者について
は（下）で取り扱う予定である。
　本稿で取り扱う鋳物産業は銑鉄鋳物製造業である。
特に断りがない場合，鋳物は銑鉄鋳物ないし鋳鉄鋳
物を指している。また，機械工業向けの銑鉄鋳物需
要以外に鉄鋼業向けのロール・鋳型・定盤用と日用

品用の銑鉄鋳物もあるが，本稿は機械工業の競争力
基盤としての銑鉄鋳物製造業を考察対象としている
ので，これらは対象外としている。

１．評価の変化

　高度成長期初期における鋳物産業の評価は低い。
通商産業省重工業局鋳鍛造課（以下，通産省）は当
時の鋳物産業について，機械工業に重要な素形材を
供給する基盤的な産業であるにも関わらず，機械工
業の発展に比べて「近代化」が遅れているので，「機
械工業発展の阻害要因」になっていると評価した。
鋳物産業の中小企業性，小規模生産，企業数の多さ，
多品種少量生産といった特質が「近代化」を遅らせ
る産業構造上の要因であり，その結果，「製品の専
門化」が達成されず，「機械化を阻止し，旧態依然た
る手工的作業方法を脱しきれない」としている（通
商産業省重工業局鋳鍛造課， １９５９， １４-１６頁）。
　高度成長の進展とともに，その評価は徐々に変化
した。機械工業研究会編（１９６９）では，「銑鉄鋳物メ
ーカーは今後アッセンブラーの側から専門技術利用
の対象として期待」されるとし，「機械工業発展の
阻害要因」という強い表現は見られなくなった。た
だし，「技術的低位，経営のぜい弱性，企業の過多と
規模の過小を打破し，新しい銑鉄鋳物メーカーとし
てアッセンブラーと規模において格差はあっても銑
鉄鋳物部門における技術水準では対等な位置それ以
上のものに成長することが最も緊要」であるとして，
依然として通産省が指摘した「近代化」の遅れの要
因は克服すべきものであると見られた（機械工業研
究会編， １９６９， ３７０-３７１頁）。
　その後，安定成長期に入ると，鋳物産業に対する
評価は逆転する。機械振興協会経済研究所編
（１９８３）では，「戦後過程を通じて……素形材産業お
よびその企業の向上，成長，発展が目覚ましい物で
あった」とし，高度成長期の素形材産業は停滞的で
はなく，むしろ急速に発展したと評価している。さ
らに，「素形材『問題』の解決のために需要家（ユー
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ザー）が素形材の内製化と内製強化を実行したとし
ても，社会的分業の自立した分肢として各素形材産
業が発展した事実は，これらの産業が基本的には需
要部門の要請に応じ得た」と評価している（機械振
興協会経済研究所編， １９８３， ３-１１頁）。このように
鋳物産業をはじめとする素形材産業は，高度成長期
に急成長し，「自立した」産業として，機械工業の発
展を支えたと積極的に評価されるようになった。
　高度成長を経て鋳物産業に対する評価がこのよう
に変化したのは，鋳物産業の実態が高度成長期に変
化したからに他ならない。ところが，通産省が「近
代化」を遅らせる要因として指摘した中小企業性，
小規模生産，企業数の多さ，多品種少量生産といっ
た諸要素は高度成長期を通じて残存したままであっ
た。したがって，本稿の課題を検討するうえで，高
度成長期の鋳物産業の発展を阻害するとみられた諸
要素の残存と現実の産業発展を，いかに整合的に整
理するかが問われることになる。
　高度成長期の鋳物産業についての同時代的研究と
して市川（１９６０）が挙げられる。市川は，当時の
「鋳物工業における企業の零細性は顕著であって，
……技術水準の低位性と技術進歩の停滞性は著しく，
生産工程においても，企業経営の面においても，非
近代性はかなり多く残存させられた」とした。そし
て，「非近代性」残存の原因を「産業構造における鋳
物工業の地位」によってもたらされる「中小規模な
いし零細規模」と「従属性」に求めた３）（市川， 
１９６０， ３９-４０頁）。ただし，市川は高度成長の過程で
「鋳物工業においても近代化のいぶきが強まり」，
「中規模以上の鋳物企業では，近代化の進展は普及
し」たことを強調している。朝鮮戦争前後に進んだ
「設備の近代化」は大手機械メーカーの内製鋳物工
場に限られていたが，高度成長のスタートとともに
中規模層の鋳物メーカーでも「設備の近代化」が進
んだ（同４０頁）。しかしながら，「近代化の進展は鋳
物工業における企業間格差をいっそう拡大しつつ
あ」り，「鋳物工業の産業構造上の特徴が存在する
かぎり，設備近代化の進展にも限界があり，矛盾が

存する」と結論した（同４５-４６頁）。
　このように市川（１９６０）は設備近代化の普及制限
による企業間格差の拡大を指摘したが，高度成長期
の当該産業に生じた構造変化の内実が検討されてい
ないという点で不十分さを残している。これは機械
用鋳物市場と生産の種別についての分析が不充分で
あること，そして当該産業の多品種少量生産を，技
術発展を阻む生産形態として見ていたことに由来す
ると思われる。
　以上のように高度成長期における鋳物産業の中小
企業性，小規模生産，企業数の多さ，多品種少量生
産といった諸要素は否定的に捉えられてきたが，後
述するように高度成長期の鋳物産業は，そういった
諸要素を温存させたまま発展した。したがって，中
小企業性などの諸要素は必ずしも当該産業の発展を
阻害する要因ではなかったと理解すべきであろう。

２．高度成長期の銑鉄鋳物製造業の概観

　まずは，銑鉄鋳物製造業の事業所数，従業者数，
製造品出荷額等の動向を分析することを通じて，従
業者規模に見られる企業規模の観点から高度成長期
の変化の概観的な特徴を析出したい。
　表１は銑鉄鋳物製造業の事業所数，従業者数，製
造品出荷額等の推移である。事業所数は１９５５年の
２,３２５事業所から１９６９年には３,１３４事業所まで増加し
たが，事業所数の増加率は３割強にとどまった。約
３,０００事業所を維持した後に，７０年代半ばから減少
傾向に転じた。一事業所あたりの従業者規模は，５０
年代後半から６０年代前半にかけて２０名程度から３０名
弱へとやや増加したが，その後，再び２０名強の従業
者規模に戻った。当該産業の発展を阻害するとされ
た中小企業性は，平均としてみれば大きな変化は見
られなかったことが確認できる。
　その一方で，製造品出荷額等は増加傾向にあり，
１９５５年から１９７０年までの１５年間で８.７１倍に，一事業
所あたりの製造品出荷額等は６.５６倍に，従業者一人
当たりの製造品出荷額等は４.７５倍に増加した。した
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がって，高度成長期の全体動向としては，製造品出
荷額等の増加は事業所数の増加だけでなく，労働生
産性の向上も大きく寄与したと言える。
　従業者規模別の事業所数の状況を見ると，規模に
よってその動向は異なる（表２）。最も事業所数の
増加率が顕著であったのは５０～９９人規模と１００～１９９
人規模である。１９５０年代後半に５０～９９人規模は２.５
倍，１００～１９９人規模は約３倍に事業所数が増加し，
６０年代半ばに一時的に減少し後に，再び増加した。
比較的従業者規模の大きな事業所数の増加が特徴と
して確認できる。

　事業所数が最も多い１０～１９人規模は，５０年代後半
に横ばい，６０年代前半にやや減少した後に増加した
が，７０年代に入ると横ばいないし減少に転じている。
その次に事業所数が多い４～９人規模は，６０年代初
頭まで減少傾向にあったが，その後増加に転じた。
２０～２９人規模と３０～４９人規模は５０年代後半に増加し，
その後減少ないし横ばいを維持している。１～３人
規模は５０年代後半まで横ばいで推移し，６０年代後半
から減少した後に，７０年代に入ると増加した。銑鉄
鋳物製造業の圧倒的大多数を占める５０人規模以下の
事業所は各層の増減に違いが見られるが，５０人規模
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表１　銑鉄鋳物製造業の事業所数・従業者数・製造品出荷額等の推移

従業者一人当た
りの製造品出荷

額等
（百万円）

一事業所当たり
の製造品出荷額

等
（百万円）

一事業所当たり
の従業者数

製造品出荷額等
（百万円）

従業者数事業所数

０.８１５.５２０.２３５,９５３４６,８６８２,３２５１９５５年

１.１２６.２２３.６６４,６８９５８,０５６２,４６５１９５６年

１.３３０.９２３.８７７,２７２５９,４７７２,５００１９５７年

０.９１９.６２２.０４８,８２２５４,８３８２,４９０１９５８年

１.０２６.７２５.７６５,９９３６３,４２７２,４６８１９５９年

１.３３６.３２８.１９６,８６８７５,０３１２,６６７１９６０年

１.５４５.０２９.７１２３,５６２８１,５８０２,７４４１９６１年

１.５４１.４２８.３１１４,０２２７７,９７３２,７５２１９６２年

１.４４１.２２８.４１０９,１３５７５,３５４２,６５１１９６３年

１.７４７.２２８.２１２３,３１８７３,７４１２,６１５１９６４年

１.７４３.６２５.７１１３,６３３６７,０１９２,６０５１９６５年

２.０５２.９２６.４１４２,８６０７１,１９４２,７００１９６６年

２.４６２.５２５.７１７３,４２１７１,２０１２,７７５１９６７年

２.９７８.３２７.３２２７,０４９７９,２９８２,９０１１９６８年

３.３８７.７２６.９２７４,９５０８４,３２２３,１３４１９６９年

３.８１０１.７２６.５３１３,３０２８１,７１０３,０８０１９７０年

４.０９４.７２３.５２８５,３９３７０,９７１３,０１４１９７１年

４.２９６.７２３.１２９２,５１０６９,７５０３,０２４１９７２年

６.１１４７.０２４.１４４３,１１８７２,５１２３,０１４１９７３年

８.３２０７.８２５.２５８９,３５４７１,３４１２,８３６１９７４年

７.１１５３.１２１.５４２８,０９５６０,０８２２,７９７１９７５年

（出所）『工業統計表』より作成。



の事業所総数の変化で見れば，緩やかに増加する傾
向であった。
　高度成長期の銑鉄鋳物製造業の変化の概観的特徴
は，比較的規模の大きい層の事業所数の増加がみら
れたのと同時に，大多数の中小規模事業所はその数
を維持ないし緩やかに増加させたので，全体として
は中小企業性を維持したまま，仕事量の拡大，生産
性向上を実現したと言える。

３．需要・供給構造

　銑鉄鋳物は，機械工業における重要な基礎素材の
ひとつである。産業機械，工作機械などの資本財か

ら自動車，家庭用ミシンなどの耐久消費財にいたる
まで，広範囲の機械の骨格あるいは主要構成部分を
形成している。高度成長期の各種機械には銑鉄鋳物
が多く利用され，工作機械や繊維機械の製品重量の
８０％を鋳物が占め，コスト的にも８％が鋳物であっ
た。また，鋳物の良否が機械の良否に影響し，機械
の品質，性能を左右する重要な素形材である（通商
産業省重工業局， １９６５， ５頁）。
　こうした機械工業向けの鋳物需要が高度成長期に
急増する。この需要の変化は鋳物産業の構造変化を
生み出す契機となった。ここでは機械用銑鉄鋳物需
要の量的な変化とその需要に対する供給者の特徴に
ついて検討したい。
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表２　銑鉄鋳物製造業の従業者規模別事業所数

１０００人
以上

５００～
９９９人

３００～
４９９人

２００～
２９９人

１００～
１９９人

５０～
９９人

３０～
４９人

２０～
２９人

１０～
１９人

４～
９人

１～
３人

合計

０４３７２３８５２２０３４３８２１５８３２３６２,３２５１９５５年

０７９６３３１３７２８９４１５８３３４９９２３７２,４６５１９５６年

１５４６３６１４０３１０４２９８７２４７２２２５２,５００１９５７年

０３３８３７１２９２６７４３１８７５５０７２３０２,４９０１９５８年

０４３１０５１１７３３３５４５１８１１４１０２２０２,４６８１９５９年

２５５１２５９２０４４２４５０９８４２３８３２２２２,６６７１９６０年

２５７１５７１２２２４１４５５７８６１３６６２２４２,７４４１９６１年

１５１２１４５９２０６３８５４８３９１５４３０２４２２,７５２１９６２年

１６８１２７０１９９３７３４７４７６７７４１２,６５１１９６３年

２４１０７７７１９１３３９４７５７４５６２２１４３２,６１５１９６４年

１３７７６３１７７３０６４３９８１８６４４１４０２,６０５１９６５年

３４８７６２１８２３１３３９１８７６６８０１７４２,７００１９６６年

１５８１０６５１８６３０４４０２９８７６１８１８９２,７７５１９６７年

２５１４９７３２０４３３９３９９１,０１２６４２２０２２,９０１１９６８年

３５１３１４８０２１２３４０４０４１,０７２７０１２９０３,１３４１９６９年

４３１１１７７３２０２３４４４０２９８３７６９２７２３,０８０１９７０年

１５５１４７０１８１３１０３５６８９６７４５４３１３,０１４１９７１年

２３６１１７３１６４２９０３６５８５９８２９４２２３,０２４１９７２年

２６９１４６５１６４２９７３５８８６４８０４４３１３,０１４１９７３年

４４１０１３５９１７６２６４３４６８３８８０５３１７２,８３６１９７４年

２６８９４０１３０２３５３０５７７７８６０４２５２,７９７１９７５年

（出所）表１と同じ。



（１）機械用銑鉄鋳物需要の変化
　機械用銑鉄鋳物需要の変化は用途別生産量の変化
から分析できる（図１）。
　高度成長期に生産量が急拡大した分野は産業機械
器具用と自動車用である。産業機械器具用は１９５０年
代後半と１９６０年代後半に生産量が急増し，自動車用
は１９６０年代前半から徐々に増加し始め，後半に急増
した。高度成長期の機械用鋳物需要の成長をけん引
した分野は，産業機械器具用と自動車用であった。
　さらに，需要産業側からみた銑鉄鋳物の位置の変
化，つまり鋳造品の素材・製法間の代替について述
べておく。先述したとおり，産業機械や工作機械な
どの資本財の部品には銑鉄鋳物が多く使われており，
その位置は高度成長期以降も大きくは変らないが，
自動車の場合は自動車１台に占める銑鉄鋳物の使用
割合が高度成長期の頃から低下傾向にあり，軽合金
鋳物やダイカストが増加傾向にあった。それは自動
車の燃費効率の向上を目的とした軽量化材質の利用，
精密鋳造かつ大量生産が可能なダイカスト製法が選

択されたためであるが，１９５０年代後半の自動車メー
カーにおける各種鋳造品の消費量のなかで銑鉄鋳物
が最も多かった。（日本綜合鋳物センター， １９６２a， 
７-１２頁）。
　ここで二つの需要分野の違いに注目したい。産業
機械器具用鋳物はボイラー，原動機，食料品加工機，
木工加工機，紙製品加工機，鋳造装置，ポンプ，圧
縮機，送風機，運搬機械，伝動装置，破砕機，化学
機械，冷凍機，ミシン，工業窯炉などの雑多な資本
財向け需要であり，非量産ないし多品種少量生産を
特徴としている（素形材センター， ２０１５， ⅲ頁）。他
方の自動車用は高度成長期に急成長した量産型機械
工業向けの耐久消費財需要である。これらの需要が
急増したことにより，高度成長期の銑鉄鋳物需要は
二つの質的に異なる需要によって構成される構造が
形成された。
　異なる需要は，異なる技術を必要とする。銑鉄鋳
物製造業では，量産鋳物と多品種少量生産鋳物の造
型手段・方法が基本的に異なり，前者は機械込めで
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図１　機械用銑鉄鋳物の用途別生産量
（出所）『機械統計年報』より作成。



あり，後者は手込めである。銑鉄鋳物メーカーの生
産システムは造型手段・方法を中心に編成されるの
で，銑鉄鋳物製造業には質的に異なる生産システム
が並存することになる（永島， ２０１５， １１９-１２２頁）。
この生産システムの違いは技術発展，事業展開，産
業発展のあり方にも影響を与えると考えられる。し
たがって，急増した二つの需要に対する供給者には
相違が生まれるだろう。

（２）自動車用鋳物と産業機械器具用鋳物の供給者
　ここで用途別および従業者規模別の供給者の特徴
を検討したい。まず，機械用鋳物の内外製状況につ
いてである。表３は１９５０年代後半から６０年代前半ま
での産業機械器具用と自動車用の自己消費率の推移
である。自己消費とは需要者が自社で生産的に消費
することを目的として鋳物を内製することであるの
で，自己消費率は内製の程度を測る指標として利用
できる。
　産業機械器具用銑鉄鋳物の自己消費率は５０年代後
半から６０年代前半にかけて２８.３％から１６.５％にまで
減少した。生産量７～８割は専業鋳物メーカーが供
給しており，高度成長を通じて外注傾向が強くなっ
た。自動車用銑鉄鋳物の自己消費率は６０年代前半し
か確認できないが，５～６割を推移していたので，
自動車・自動車部品メーカーの内製部門と専業鋳物
メーカーの両者によって供給されていた。
　次に１９５８年時点の産業機械器具用と自動車用の供
給状況を従業者規模別にみたい（表４，５）。１９５８
年時点ではまだ「自動車用」の項目がないため「鉄
道および車両用」で代用する。生産量の構成比でみ
ると，産業機械器具用の主な生産者は中小規模メー

カーと大規模メーカーである。ただし，９９人規模以
下メーカーが全体の６８.７％を占めている。鉄道およ
び車両用の生産量は３００人以上の大規模メーカーの
比率が５５.０％と高いが，５０～９９人，１００～２９９人規模
のメーカーも１０％以上の構成比を占める。自己消費
率の規模別傾向をみると，産業機械器具用の大規模
メーカーは内製向けを中心に生産しており，中小規
模メーカーは主に外販向けである。鉄道および車両
用鋳物の大規模メーカーも主に内製向けで，それ以
外は外販という特徴が確認される。
　以上の分析から産業機械器具用鋳物と自動車用鋳
物の供給者の特徴をまとめると次の通りである。産
業機械器具用需要への主な供給者は，①機械メーカ
ーの内製鋳物工場，②専業の中小規模の鋳物メーカ
ーである。産業機械器具用鋳物の生産量の７～８割
は専業鋳物メーカーによって供給されており，その
大部分は中小鋳物メーカーによるものである。自動
車用銑鉄鋳物需要への主な供給者は，①自動車メー
カーの内製部門，②専業の大規模鋳物メーカー，③
相対的に規模の大きい中規模鋳物メーカーである。
自動車用鋳物の生産量のウェイトは内製部門と大規
模専業鋳物メーカーが高く，自己消費率も５割台で
あった。
　中小企業研究センター（１９７０）は，『銑鉄鋳物工業
会名簿　昭和４４年版』を用いて，用途別従業者規模
別の供給者の特徴について分析し，供給者の分類と
その特徴を示している４）。これによれば，「自動車
型」供給者は，「多量生産」を要求されるので比較的
規模の大きい事業所が多く，９人以下の零細事業所
は少ない。その一方で，「産業機械型」供給者は「１０
～１９人の事業所の占める割合が最も大き」く，「規
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表３　用途別自己消費率の推移（単位％）

１９６４年１９６３年１９６２年１９６１年１９６０年１９５９年１９５８年１９５７年１９５６年１９５５年

１６.５１６.８１８.９１９.０１９.１２０.０２４.４２５.２２６.１２８.３産業機械器具用

５９.１５８.０５６.６５３.０５３.８５９.６自動車用

３１.９３０.６３１.８３０.２３０.２３２.１３７.５３６.３３７.３３８.３合計

（出所）日本綜合鋳物センター（１９６５），６２-６３頁より作成。



模が大きくなるほど事業所数の低減」がみられると
している。さらに，「産業機械型」が「専業全体の傾
向を示している」と特徴付けていることが重要であ

る。銑鉄鋳物工業会名簿のデータから集計された
４３０社のうち，「産業機械型」は１９７社（４５.８％）を数
え，銑鉄鋳物メーカーの多数派はこのタイプに分類
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表５　用途別・従業者規模別鋳鉄鋳物の自己消費率（１９５８年）

３００人
以上

１００～
２９９人

５０～９９人３０～４９人２０～２９人１０～１９人９人以下用途別

７０.４%２９.９%１５.３%１０.４%６.６%４.５%２.８%２２.２%産業機械器具用

普
通
鋳
鉄

８９.３%６２.６%１６.７%１０.９%１０.１%５.４%１０.６%４０.９%繊維機械器具用

７９.２%４５.５%７.８%２４.０%８.９%０.５%４.７%５２.６%鉄道および車両用

７７.５%５３.９%７.４%１２.６%１３.２%４.８%５.２%３３.４%電気機器および通信機器用

５１.４%６４.２%７.１%４.８%９.６%５.８%５.１%２０.０%農機具および漁具用

８９.０%４３.０%３９.４%３２.９%１０.０%１５.９%１.６%６４.１%港湾および船舶用

５８.６%１９.４%１０.４%１４.６%１８.９%１７.７%７.４%４８.２%鋳型および鋳型定盤用

９８.３%３４.１%９４.６%３６.９%０.６%６.４%８６.３%ロール用

１８.３%３９.２%２６.２%２.４%１１.７%３.５%２.６%１９.４%その他機械器具用

４.７%１４.９%７.９%１.１%８.５%０.３%７.０%６.３%日用品用

８０.０%７.３%１６.７%４.４%４.２%５.２%１３.９%１３.３%その他用

６８.６%３３.８%１６.３%１０.１%７.９%４.７%４.７%３３.４%合計

（注）自己消費率＝自己消費量÷生産量。
（出所）表４と同じ。

表４　用途別・従業者規模別鋳鉄鋳物の生産量構成比（１９５８年）

従業者規模別構成比
用途別
構成比

用途別
生産量
（t）

３００人
以上

１００～
２９９人

５０～
９９人

３０～
４９人

２０～
２９人

１０～
１９人

９人
以下

１６.７%１４.６%１５.５%１７.４%１７.０%１５.４%３.４%３４.９%３７９,４１３産業機械器具用

普
通
鋳
鉄

２４.７%２０.０%１４.０%１７.５%１１.３%９.７%２.８%７.４%８０,０６０繊維機械器具用

５５.０%１２.４%１１.７%７.２%７.９%４.９%０.９%８.３%９０,３６１鉄道および車両用

２６.４%１３.６%２４.５%１８.９%７.７%６.９%２.０%４.９%５２,８２７電気機器および通信機器用

１０.３%１４.９%２２.５%１２.６%１６.９%１７.１%５.７%３.０%３２,７４５農機具および漁具用

６０.４%６.７%６.５%８.３%７.２%８.９%２.１%５.６%６０,８５５港湾および船舶用

７５.４%１４.７%７.９%０.９%０.５%０.５%０.１%１４.３%１５６,１１５鋳型および鋳型定盤用

７３.７%１４.９%８.９%１.１%０.６%０.６%０.３%３.６%３９,３４７ロール用

３２.２%１６.９%１９.６%８.９%９.７%９.３%３.５%７.８%８５,３３４その他機械器具用

４.８%１６.５%２１.２%２２.９%１５.４%１５.０%４.３%６.５%７１,１２０日用品用

７.８%２２.５%１６.２%２５.１%１５.６%９.１%３.８%３.７%４０,０８２その他用

３３.８%１５.０%１４.６%１３.０%１１.１%１０.０%２.６%１００.０%１,０８８,２６４合計

（注）調査対象企業数は３,６６２工場，集計工場数は２,６７２工場，補足率は７２.９％である。
（出所）通商産業省重工業局・通商産業大臣官房調査統計部（１９５９），２０-２３頁より作成。



されるためである。その他の「自動車型」は８３社
（１９.３％），「農機具・漁具型」は５７社（１３.３％），「日
用品型」は８０社（１８.６％），「鉄道型」は１３社（３％）
であった（中小企業研究センター， １９７０， ８５頁）。

４．労働生産性の動向

　高度成長期に急拡大した二つの銑鉄鋳物需要に対
して各々の供給者は労働生産性を高めて対応したと
思われる。日本機械工業連合会の鋳造技術委員会
（１９６１年に日本綜合鋳物センターに合併）により，

１９５５年から１９６１年の６年間にかけて鋳鉄鋳物労働生
産性調査が実施された５）。同調査を用いて鋳物工場
の労働生産性の動向について，やや立ち入って検討
したい。
　同調査は１９５０年代後半の労働生産性の動向につい
て「急激な生産量の上昇に伴う各工場の設備，作業
方式，諸管理の合理化は徹底的に行われ，労働生産
性は……逐年向上を辿っている」と特徴づけている
（日本綜合鋳物センター， １９６２b， はしがき）。調査さ
れた６年間の労働生産性調査の総括集計結果をみる
と，１トン当たりの労働時間は１９５５年の１４３.７時間
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表６　用途別の供給者の特徴

特徴用途先タイプ

多量生産を要求されている用途先で，比較的大き
な規模の事業所が多い。９人以下の零細事業所
は，他のタイプに比べて非常に少ない。

ボイラ・原動機用
ミシン用
鋳型・鋳型定盤用
電気・通信機器用
自動車用

A　自動車型

専業全体の傾向を示しているタイプで，１０～１９人
の事業所の占める割合が最も大きく，それ以上の
規模では，規模が大きくなるほど事業所数の低減
が非常に明確に示されている。

製材・木工機械用
印刷・製本機械用
ポンプ・圧縮機用
その他産業機械用
金属工作・加工機械用
バルブコック用

B　産業機械型

２９人以下の３つの従業員区分の事業所がほとんど
同じで，比較的小規模の事業所が多く，約９０％の
事業所は５０人以下の規模のもので占めている。

土木建設・鉱山機械用
農機具・漁具用
港湾・船舶用

C　農機具・漁具型

９人以下の零細事業所が最も多く，規模の大きく
なるほど事業所数が明確に低減している。

繊維機械用
日用品用
その他用

D　日用品型

事業所数が約１０件と非常に少なく，かつ規模も小
さい。

ロール用
産業車輛・自転車用
鉄道用

E　鉄道型

（出所）中小企業研究センター（１９７０），１０頁より作成。

表７　労働生産性調査の総括集計結果の推移

１９６０年１９５９年１９５８年１９５７年１９５６年１９５５年

５０４９３２２０２５３３工場数

１１０１３２.２１３９.８１２８.７１３７.１１４３.７１トン当り労働時間

１.７７１.５４１.４１.６１.５５１.５８労務者１人１ヶ月当り生産量（トン）

（出所）日本総合鋳物センター（１９６２b），７９頁より作成。



から１９６０年には１１０時間にまで減少し，また労務者
１人１ヶ月当たり生産量は１.５８トンから１.７７トンに
増加した。
　同調査は用途別に労働生産性の動向についても明
らかにしており，用途によってその動向は異なって
いた（表８，９）。

　第一に，自動車用鋳物工場は６年間同一工場が調
査対象とされ，その所要労働時間は大幅に削減され
た。１９５６年の１３９時間から１９６０年には８１.８時間にま
で減少している。
　第二に，産業機械用鋳物工場は所要労働時間の増
減がみられたが，１９５６年の１３４.９時間から１９６０年に
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表８　自動車用鋳物工場の１トン当り所要労働時間

増減率
（b/a）

１９６０年
（b）

１９５９年１９５８年１９５７年
（a）

１９５６年

８６.７%７.２９.８９.２８.３

１３９

⎫
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎬
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎪
⎭

模型

１
ト
ン
当
り
所
要
労
働
時
間

８６.２%７.５８.７７.９８.７溶解

４２.３%３４.９５.８７.１砂処理

６４.０%１８.３２２.７２４.５２８.６造型

７２.２%２０.８２２.５２３２８.８中子

９４.４%１５.１１７１７.６１６鋳仕上・砂落とし

７５.７%２.８３.５３.７３.７検査

７８.０%７.１６.９６.９９.１その他

７４.０%８１.８９６.３９８.６１１０.５１３９計

１３３.３%２.４１.９１.９１.８１.４重量（トン）労務者１人
１ヶ月当り生産 １１０.５%２６２２０５２１５２３７１６１金額（千円）

（出所）日本綜合鋳物センター（１９６２b），８２頁より作成。

表９　産業機械用鋳物工場の１トン当り所要労働時間

増減率
（b）/（a）

１９６０年
（b）

１９５９年１９５８年１９５７年１９５６年
（a）

９２.６%７.５４.６７.５４８.１模型

１
ト
ン
当
り
所
要
労
働
時
間

７７.７%８９１３８.７１０.３溶解

１２８.３%５.９５.１１０３.９４.６砂処理

８０.５%５５.４７３.４８５.５５７.８６８.８造型

１２５.９%１７.５１７.７３０.７１１.８１３.９中子

１０２.１%

１１.４１３.９２０.７１０.２

２９.２

⎫
⎪
⎪
⎬
⎪
⎪
⎭

鋳仕上・砂落とし

４.１２.９３.２２.２検査

１４.３１７.６２２.８１３.５その他

８６.８%１１７.１１４４.２１９３.４１１２.１１３４.９計

１０５.６%１.９１.６１.１１.８１.８
重量
（トン）

労務者１人
１ヶ月当り生産

２０１７８４１４対象工場数

（注）合計が合わない箇所があるが，記載どおりにした。
（出所）日本綜合鋳物センター（１９６２b），８５頁より作成。



は１１７.１時間にまで減少した。産業機械用鋳物工場
の調査対象は調査年によって変化していることに注
意する必要はあるが，産業機械用鋳物工場も所要労
働時間が減少する傾向にあったと言える。
　第三に，自動車用鋳物工場と産業機械用鋳物工場
の１トン当り所要労働時間を比較すると自動車用鋳
物工場の方が短く，特に造型工程における所要労働
時間に大きな差が見られた。この点について同調査
では，所要労働時間のうち「造型作業は鋳物生産の
作業中最も大きな割合を占め」，「モールディングマ
シンやサンドスリンガによる機械造型方式により，
しかも大量生産の行われる自動車……鉄道車輛……
電気機械器具の……造型時間は他のものに比べて相
当の開きがあり，これらの部門が生産性の高い原因
をなしている」と指摘している（同２２頁）。自動車
用など大量生産で生産される鋳物の造型作業時間が
短い原因は造型工程の機械化にあった。さらに，造
型工程の機械化が進んでいる鋳物工場では，「その
他作業時間も同様極めて少なくなって」おり，「機
械化は造型時間だけでなく，間接的な現場作業をも
能率化している」と指摘している（同３１頁）。
　第四に，造型時間が比較的長い鋳物の用途は「陸
用内燃機，船用機器……，電気機械器具……，工作
機械，産業機械，バルブなどの各種鋳物」であり，
その要因は「造型の困難さ」にある（同２２頁）。この
ように鋳物の用途により所要労働時間に大きな違い
がみられ，「鋳物用途別にそれぞれ鋳物の形状に大
小，難易がある特徴的傾向がそのまま屯当り労働時
間にあらわれている」と指摘している（同２０頁）。
　ここで１９５０年代後半の労働生産性の動向をまとめ
たい。①１９５０年代前半に１トン当たりの所要労働時
間は分野問わず減少傾向であった。②とりわけ自動
車用鋳物工場の所要労働時間の削減が顕著であった。
③１トン当たりの所要労働時間（諸工程）のうち造
型時間の割合が高い。④自動車用鋳物工場の労働生
産性向上の要因は造型工程の「機械化」であり，同
工程の「機械化」を進めている鋳物工場は前後工程
の労働時間も削減させていた。⑤所要労働時間が比

較的長い産業機械用などの鋳物は鋳物の形状，造型
の難易度によって所要労働時間が長くなっていた。
⑥こうした分野の鋳物工場の所要労働時間も減少傾
向にあった。
　次節では，急増した二つの需要と需要分野ごとの
供給者の整理をふまえて，自動車用鋳物の労働生産
性を大幅に向上させた大量生産体制の形成について
より詳しく分析したい。

５．大量生産体制の形成

　１９５０年代後半から日本の自動車産業は本格的な量
産化を進めていく。それに伴い，自動車生産に必要
となる各種素形材需要は急増するので，素形材の大
量生産体制の形成が課題となった。ここでは自動車
用銑鉄鋳物の大量生産体制の形成について，自動車
メーカーの内製部門における大量生産システム，大
手専業鋳物メーカーの育成，中小鋳物メーカーを含
む下請分業生産から考察する。

（１）自動車メーカーにおける素形材工程の合理化と
外注化

　自動車の量産化の一つの条件としてボトルネック
となっていた素形材工程の合理化があった。１９５０年
代後半の自動車メーカー各社は，組立・機械加工工
程の合理化はさることながら，全体としてのコスト
削減を実現するために，量産規模の拡大とともに，
原価の大半を占める原材料，素形材，部品の購入価
格，製造原価，品質等の改善に着手していた。とり
わけ前工程である素形材工程から合理化が進められ，
大幅な人員削減が実現された（武田， １９９５， ２０８-２１３
頁）。
　さらに，自動車メーカーの素形材工程における人
員削減やコスト削減の要因として，外注への切換え，
組立メーカーの技術・資本などの援助を解した系列
化の進展とともに自動車部品生産の合理化が推進さ
れたことも重要であった。しかも素形材の外注のな
かで特に鋳造工程での外注比率が高かった。小型車
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の生産に必要な労働時間のうちの外注比率は，１９６１
年は全工程が１７.２％のところ鋳造工程は３７.２％と高
く，１９６２年には全工程が２３.４％のところ鋳造工程は
５０.１％に達していた（同２２４-２２８頁）。
　まずは，自動車メーカーの鋳造工程おける合理化
の内容について立ち入ってみよう。

（２）鋳物の大量生産システムの形成
　鋳物の大量生産システムについての研究にHarris
（２０００）が挙げられる。Harrisは，１９世紀末から２０
世紀初頭のアメリカ鋳物産業を分析し，鋳物工場の
大量生産システム（連続流れ鋳造システム：system 
for continuous-flow castings manufacture）の本質は
機械化だけではなく材料運搬システムによる生産の
組織化・流れ作業化にあるとした。その原型は１８９０
年にウェスティングハウスが鉄道車両部品用鋳物の
大量生産のために構築したラインであった。その後
２０年の間，同様の生産システムを模倣したのは管継
手メーカーだけであったが，１９１０～１９１４年にかけて
フォードが類似のシステムを大規模に採用し，アメ
リカで鋳物の大量生産システムが広まったとしてい
る（Harris， ２０００， pp.３９１-３９８）。
　鋳物の大量生産システムの形成に材料運搬システ
ムが強調される理由は，鋳物生産に必要となる砂の
運搬量が膨大に及ぶためである。日本機械工業連合
会の生産性研究会による１９５７年の調査によれば，１
トンの鋳物製品を生産するために必要となる砂の運
搬延重量は７０～３１８トンにも及び，溶解材料の運搬
延重量の４６～１２４トンに対して著しく大きかった。
また，当時の鋳物工場の生産現場ではコンベア・シ
ステムが導入されていたとしても型ばらしから砂処
理装置までの運搬が断続的になっているといった問
題点も指摘されていた（日本機械工業連合会， 
１９５９， ３７-３８頁）。このように鋳物工場の労働生産性
の向上には各種工程の機械化とともに砂・鋳型の運
搬の合理化を進めることが課題であった。
　日本における鋳物の大量生産システムは，１９２０年
代に鮎川義介によって戸畑鋳物の管継手工場で先駆

的に導入されたが６），その本格的な発展は高度成長
期の自動車産業によって進められた（表１０）。
　自動車メーカーの内製鋳物工場における大量生産
システムの形成については，次ぎの特徴が挙げられ
る。
　第一に，１９５０年代半ばから自動車メーカー各社は
鋳造諸工程の機械化とともに運搬の合理化を進める
ことで，「ロット生産から，完全な流れ作業による
大量生産方式が完成され，溶解，造型，注湯，ばら
し，清掃などの一連の作業が同期化した生産工程に
変化した」（自動車技術会， １９６９， ２５８-２５９頁）。トヨ
タ自動車は１９５４年にシリンダーブロック鋳型用コン
ベア，造型工程にサンドスリンガーとターンテーブ
ルを導入し，砂乾燥，貯蔵設備，砂の計量，混練ま
での砂処理工程を機械化している。そして中子工程
では多数の中子造型機と中子乾燥炉をコンベアライ
ンで接続し，注湯工程に鋳型運搬用モールドコンベ
アライン，鋳型をコンベアラインで注湯場運搬が導
入された（トヨタ， １９５８， ４１３-４１４頁）。翌５５年には
後処理工程とバリ取り工程でショットブラストとト
ローリーコンベアが導入され，シリンダーブロック
前後面の専用バリ取りグラインダが採用された（ト
ヨタ， １９６７， ４０２-４０３）。日産自動車では，１９５６年に
連続式中子乾燥炉，連続式塗型乾燥炉各１基と付帯
設備が新設された（日産， １９６５， ３２２頁）。いすゞ自
動車の末吉製作所では１９５７年にサンドスリンガーと
エンドレスコンベアが導入された（いすゞ， １９８８， 
２００頁）。
　第二に，自動車の量産体制の形成に不可欠であっ
たシェルモールド法の導入が挙げられる。同法は，
粘結剤を添加した鋳物砂を過熱した金型に注いで熱
硬化した鋳型を造り，それを用いて鋳造する方法で
ある。１９５３年頃から同法の実用化が本格化し，特に
自動車や自動車部品メーカーが導入に積極的であっ
た。１９５３年には東洋工業がシリンダー製造に，１９５４
年には小松製作所がクランクシャフトに応用した。
（平本， ２０１４， １６３， １６８-１６９頁）。シェルモールド法
は，①品質の安定したコーテッドサンドの利用，②
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シェル成型機の自動化，③鋳型（中子）の貯蔵によ
り多種類の部品生産計画と注湯計画の調整が容易に
なること，④熟練工が不要になることなどの利点が
あり，大量生産システムに適した造型法であった。
特にシェルモールド法は量産中子用として急速に採
用され，中子造型の専門工場が各地に設立され，鋳
物工場にシェル中子を供給する仕組みが形成された
（同１８１-１８３頁，中小企業総合事業団， ２００１， ４-５
頁）。
　第三に，１９６０年前後から量産規模の拡大にともな
い新工場の建設と造型機の自動化，高速化，高圧化，
大型化が進められた。トヨタは１９５９年にAFD-4S型
自動造型機（新東工業製）を導入し，その後，高圧
自動造型機を導入している（トヨタ， １９６７， ４０２-４０３
頁）。いすゞは１９６２年にサッター社製（米国）の自

動造型機３基をシリンダーヘッド用ラインに設置し
た。日産は１９６０年，１９６２年に新たな鋳造工場を建設
し，「小型車部門のシリンダーブロック，カムシャ
フト，マニホールドなど，エンジンの鋳造部品を生
産する近代的な鋳造ライン」として高圧自動造型機
JSS-6型ライン（新東工業製）を導入した（日産， 
１９６５， ４３６頁，新東工業株式会社， １９７９， １５０頁）。東
洋工業は１９６４年に鋳造工場（宇品地区）を新設し，
AFD-5C型自動造型機（新東工業製）を採用し，更
に１９６９年に自動造型機を増設し，足回り部品の量産
体制を整えた（マツダ， ２０００， １１３頁）。

（３）大手鋳物メーカーの育成
　鋳造工程の大量生産システムの形成とともに自動
車メーカーは自動車用鋳物の外注化を積極的に進め
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表１０　主な自動車用鋳物の新設鋳造工場（新設備設置，集約を含む）

特徴会社・工場名年月

モールドコンベヤシステム自動車鋳物１９５１年
自動車部品鋳造相模鋳造１９５６年
AFD造型ライン高丘工業１９６０年
可鍛鋳鉄量産旭可鍛鉄１９６１年１１月
自動車部品量産三和鋳造所　海老名工場１９６２年８月
ピストンリング量産リケン　熊谷工場１９６３年
球状黒鉛鋳鉄生産旭可鍛鉄　菊川南工場１９６４年１１月
自動車小物部品量産新和工業１９６５年８月
エンジン部品量産トヨタ自動車工業　上郷工場１９６５年９月
軽自動車部品量産ホンダ技研　狭山製作所鋳造工場１９６７年３月
高圧造型ライン日産自動車　栃木工場１９６８年１０月
工場集約豊田自動織機製作所　大府工場１９６９年１０月
シェルモールド東洋工業　宇品工場１９６９年１２月
自動車エンジン・トランスミッション量産三菱自動車工業　京都製作所１９７０年６月
シリンダブロック鋳造日野自動車工業１９７０年７月
軽金属鋳物量産喜多方軽金属１９７０年８月
SPO高圧造型ライン三菱自動車工業１９７０年
造型・溶解ライン２回装置日産ディーゼル鋳造　鴻巣工場１９７０年１０月
鋳造工場集約，SPOラインいすゞ自動車　川崎工場１９７１年１０月
完全密閉無公害建物トヨタ自動車工業　明知工場１９７３年６月
自動車用ブレーキドラム量産浅間技研１９７５年２月
自動車用可鍛鋳鉄量産日立金属　真岡工場１９７５年１０月
自動車部品量産ダイハツ工業　滋賀竜王工場１９７５年１１月
環境，資源対策東北三菱自動車部品１９７７年１０月
静圧造型ライン日野自動車工業　新田工場１９８０年１０月

注１）自動車関連のもののみを挙げた。
（出所）千々岩（１９８１），１７頁より作成。



ていた。外注化が進められた目的は，第一に，内製
品を比較的品種の少ない部品に限定し，他を外注化
することで，内製部門の量産効果を高めることにあ
った７）。
　第二は，鋳造関連の専門メーカーの育成ないし設
立である。高度成長期に入ると自動車メーカーは量
産化にともない内製部門を強化したが，将来の生産
拡大を見越すと，内製鋳物工場だけでは供給能力が
不足すると予見していた。供給能力確保および品
質・コスト・開発の面で優れた専門メーカーの確保
が課題となり，自動車専門の鋳物メーカーの育成，
設立，系列化が進められることになる。
　ここでは自動車鋳物，高丘工業，桐生機械の事例
を検討したい。

①　自動車鋳物
　自動車鋳物（現アイ・メタル・テクノロジー）は，
いすゞ川崎工場建設時に鋳物部品の供給メーカーと
して１９２３ 年に設立された（いすゞ， １９８８， ２０６頁）。
戦後直後は自動車用鋳物の受注減を補うため管継手
生産を増やしたが，１９５０年代に入ると自動車向けの
受注が回復し，いすゞ自動車の生産拡大に合わせて
新工場の設立，大規模な機械化，ダクタイル鋳鉄用
の生産設備の導入などの設備投資が進められた（ダ
イヤモンド社編， １９６７， ９２-９６頁）。
　自動車鋳物は鋳鋼，可鍛鋳鉄，ダクタイル鋳鉄の
生産に集中するため，その他外注品の受け皿として
いすゞ自動車と自動車鋳物の共同出資で三和鋳造所
（埼玉県川口市）を１９５７年に設立している（いすゞ， 
１９８８， ２０６頁）。三和鋳造所は１９６２年に海老名工場を
新設，自動車部品用の量産ラインを設置し，１９６０年
代半にはその生産量は月産２,０００トンに達した（ダ
イヤモンド社編， １９６７， ９７-９８頁）。
　１９６０年代に入ると，小型トラックと乗用車の大量
生産に乗り出したいすゞ自動車からのコストダウン
要請がさらに強まり，自動車鋳物の設備投資が再び
活発化した（同１１７-１２１頁）。１９６０年，１９６１年，１９６４
年に策定した設備増強計画を実施し，「増産による

コスト・ダウンを図」る体制を築いていく。特に
１９６４年の設備増強計画は増加する受注量への対応と
して，生産設備の大幅拡充と機械化を進めるもので，
月産１,５００トン体制を目指すものであった。自動造
型ラインやモールディングマシンが新設され，コン
ベアラインを用いた砂処理設備と中子造型機，モノ
レールとコンベアを組み合わせた後処理設備などの
設備増強が行われた。１９６７年には月産１,５００トンの
生産能力では需要に対応できなくなり，月産２,０００
トンに生産能力が引き上げられた（同１２５-１２８頁）。

②　高丘工業
　高丘工業（現アイシン高丘）はトヨタ系列の鋳物
専門メーカーとして１９６０年に設立された８）。高丘工
業設立以前のトヨタの鋳物外注先は，新川工業と愛
知工業（両社は１９６５年にアイシン精機に統合），そ
の他多くの専業メーカーに外注していたが，どれも
「町工場的な」鋳物工場ばかりであったと言われて
いる（社史編集スタッフ， ２０００， ９頁）。
　トヨタは本格的な乗用車量産体制の形成に向けて
１９５９年に元町工場を建設した。そこで鋳造品部門を
さらに強化するためにトヨタ，新川工業，愛知工業
の鋳造部門を整理統合し，高丘工業が設立された。
各種の自動車部品の中でもエンジン，ブレーキなど
の重要な部品生産を担う鋳造部門は「近代化がもっ
とも遅れていた」と言われていただけに，専業メー
カーの量産体制整備によるコストダウンが期待され
ていた（アイシン高丘， １９９０， ２７-２８頁）。
　高丘工業では大型自動造型ライン（AFD-6ライン，
新東工業製）が設備され９），ブレーキドラム，フラ
イホイール，クラッチプレッシャープレートなどの
鋳物部品がトヨタから移管された。また「使いなら
した砂のほうがなじみがよい」のでトヨタから鋳物
砂や金枠などの資材を譲り受けている（同３６頁）。
愛知工業からはマスターシリンダーやホイールシリ
ンダーなどの小物鋳物部品が高丘工業へ移管された。
愛知工業からの設備移設に加えて，新たにモールデ
ィングマシン３基が設備された。小物鋳物の造型ラ
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インは多数のモールディングマシンにパレットコン
ベアを連結させたパレットコンベアラインであった
（同３７頁）。
　設立初年の生産重量は１,８８１トンであったが，そ
の後も生産能力は強化され，１９６１年１４,２２１トン，
１９６２年１５,２９２トン，１９６３年２２,５７１トン，１９６４年２９,６４６
トンへと生産重量が拡大した。従業者数は１９６０年の
３６４名から１９６５年には１,０００名を超える巨大な鋳物メ
ーカーへと成長した（同３７頁）。
　さらに，高丘工業は同社の生産ラインでは非効率
な多品種小物鋳物の外注先として１９６４年に新和工業
（富山県，現アイシン新和）を設立する。高丘工業
から新和工業に４トンキュポラ，パレットコンベア
ラインなどを移設し，ホイールシリンダーやプレッ
シャープレートなど鋳物部品を移管した。新和工業
は従業者１００名前後で生産を開始している（同７３頁）。
新和工業の第１工場は１９６５年に完成し，その生産ラ
インは冷風５tキュポラ２基，モールディングマシ
ン（FD-2A）１０台，砂処理設備，ドラム式連続ショ
ットブラストで構成された。そこではホイールシリ
ンダー，マスターシリンダーなど５０種類におよぶ小
物鋳物が生産された（社史編集委員会， １９９４， ４３頁）。
　最後に，高丘工業について指摘しておくべきこと
は１９６５年の協力会「高丘むつみ会」の発足である。
高丘工業の生産拡大とともに鋳造，機械加工，後処
理などの外注も増えたので，同社の業務購買課によ
り「高丘むつみ会」が発足された。（アイシン高丘， 
１９９０， ９１頁）。１９９０年の「高丘むつみ会」のメンバー
は，鋳造切削部会１５社，型製作などの特殊部会１４社，
後処理部会１２社，構内部会８社であった。鋳造切削
部会には稲垣工業，小出鋳造所，ニノミヤなど西
尾・碧南鋳物産地の中小鋳物メーカーが参加してい
た（同３６３-３６４頁）。

③　桐生機械
　桐生機械（現キリウ）は１９５０年代まで繊維機械お
よび工作機械メーカーであったが，１９５０年代末に経
営危機に陥り，富士精密工業（１９６１年にプリンス自

動車工業に社名変更）との提携・援助により，再建
を図ることになった（桐生機械， １９８１， １０１頁）。同
社は再建を機に，繊維・工作機械製造で蓄積した鋳
物技術を基礎に，プリンス自動車向けにブレーキド
ラムやシリンダーヘッドの生産を始めた１０）（同１０６
頁）。当初，シリンダーブロックやシリンダーヘッ
ドの主型造型はモールディングマシンを用いた「マ
ニアルによる生産方式」であったが（桐生機械， 
１９８１， １１１頁），１９６２年にはローラーコンベアによる
「流れ生産体制を備え」，「自動車部品専門の近代的
な量産工場」へと発展した。さらに，１９６４年に自動
車用鋳物の増産のため，ブレーキドラムを１枠８ヶ
個の多数込めが可能なAFD-6C型の大型自動造型ラ
インを設置している（桐生機械，１９８１，１２４頁）。
　１９６５年の日産・プリンスの合併により，桐生機械
は日産系列の鋳物メーカーになる（桐生機械， 
１９８１， １３３頁）。日産自動車より生産能力の増強が要
請され，１９６８年には足利工場を新設し，AFD-6C型
の大型自動造型機（枠サイズ９５０ mm×９５０ mm，造
型速度は４０秒／枠）を２ライン導入している（桐生
機械， １９８１， １５０-１５３頁）。さらに同社は，日産の鋳
物需要の拡大に備え，奥羽自動車部品工業を１９７３年
に設立し，外注先の組織化も図った（桐生機械， 
１９８１， １６３頁）。

（４）自動車用鋳物と中小鋳物メーカー
　１９５０年代後半，６０年代に自動車メーカーは内製部
門の量産体制を確立し，さらに大手鋳物メーカーへ
の外注量を増やし，大手鋳物メーカーにおいても量
産体制が形成された。その過程で，自動車用鋳物関
連の下請分業生産が中小企業を含めて拡大した。こ
うして，高度成長期に自動車用鋳物の仕事を始める
中小鋳物メーカーが現れ，自動車用鋳物と中小鋳物
メーカーの結びつきが強まることになった。
　日本綜合鋳物センター（１９６２a）の自動車用銑鉄
鋳物工場に関する資料（表１１）によれば，１９６１年に
自動車用鋳物の生産を行っていた銑鉄鋳物工場は
１８１あり，そのうち９９人以下の中小規模の鋳物工場
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は１３２（７２.９％）を数えた。１ヶ月当たりの生産量で
みると５０～１９９トン規模メーカーの比率が最も高く，
４９トン以下規模の小規模生産量の工場比率も高かっ
た。１９６０年代初頭にはすでに多くの中小鋳物工場が
自動車用鋳物生産に関わっていたことが確認できる。
こうした中小鋳物工場について同調査では，その
「生産形態は下請業であり他の鋳物部品と同様に自
動車用鋳物の専業者が少なく，他工業用部品の鋳物
をあわせておこなっている」と指摘している（日本
綜合鋳物センター， １９６２a， ２頁）。これらの鋳物工
場の立地をみると，１８１工場のうち愛知県４２工場，
埼玉県３３工場，大阪府１９工場，神奈川県１４工場，東
京都と静岡県が１３工場，長野県８工場，広島県６工
場であり，主要な鋳物産業集積地に集中していたこ
とがわかる（同７８頁）。
　最も集中していた愛知県下の自動車用鋳物の生産
量は１９５５年の約１万トン（産業車輌・自転車用，鉄
道用含む）から１９６５年には７５,６８３トンに急増した。
自動車用鋳物生産の急拡大はトヨタを頂点とした関
連下請企業の発展によって支えられており，地域別
に見ると碧南市，西尾市の三州鋳物といわれる伝統
的産地や豊田市や刈谷市およびその周辺地域の鋳物

生産量が大きかった。さらに，自動車産業を中核と
した関連産業の生産拡大にともなう設備投資の増加
によって，工作機械および金属加工機の受注が拡大
し，資本財向けの鋳物生産も同時に増大した（伊
藤， １９６８， １０-１３頁）。
　埼玉県の川口鋳物産地でも自動車用鋳物の生産量
は急速に伸びた。川口鋳物工業協同組合の資料によ
れば，自動車用鋳物生産量は１９６０年２４,３７５トン（合
計に占める割合は１０.５％）から，１９６５年３３,７７５トン
（同１５.１％），１９７０年８６,１０１トン（２２.７％）に増加した
（海外コンサルティング企業協会， １９７９， ６９-７０頁）。
　このように主要な鋳物産業集積地における自動車
用鋳物の生産拡大が進むなかで，積極的に設備投資
を進め，量産体制を整え，企業規模を拡大させる中
小鋳物メーカーが現れた。１９５５年から１９６２年の川口
鋳物産業の動態を調査した市川（１９６３）は，この点
について次のことを明らかにしている。
　第一に，同時期の川口鋳物産業では各種機械部品
の生産から自動車部品に転換する傾向が顕著であり，
特にミシン部品から自動車部品に転換したメーカー
が少なくなかった。この傾向は規模の大小を問わず
見られた（市川， １９６３， １６-１７頁）。
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表１１　自動車用銑鉄鋳物工場の従業員・生産量規模別工場数
（１９６１年）

構成比工場数
生産量
（１ヶ月）

構成比工場数従業員規模別

１.７%３１,０００t以上８.８%１６１０００人以上

３.３%６５００～９９９t３.９%７５００～９９９人

２.２%４３００～４９９t１.７%３３００～４９９人

２.８%５２００～２９９t４.４%８２００～２９９人

２４.９%４５５０～１９９t８.３%１５１００～１９９人

７.７%１４３０～４９t１８.２%３３５０～９９人

１０.５%１９２０～３９t１７.７%３２３０～４９人

１８.２%３３１０～１９t１６.６%３０２０～２９人

２８.７%５２９t以下２０.４%３７１９人以下

１００.０%１８１合計１００.０%１８１合計

（出所）日本綜合鋳物センター（１９６２a），２-３頁より作成。



　第二に，自動車用鋳物を受注する鋳物メーカーは
量産体制を整え，積極的に設備投資を進めていた。
たとえば「主として自動車部品，農機具の生産」を
行う「従業員２０４名のE工場」は「キュポラ３基とモ
ールディング・マシン３９台とを保有」していた（同
１８頁）。また「日野自動車（全受注量の５０％）および
小松製作所（３５％）の発注による自動車部品の生産
を中心」とする「S鋳造工業（従業員数３００名）」は
「昭和３４年から３６年までに合計２億５,０００万円の設備
投資」を実施し，その「設備近代化は川口鋳物工業
のなかでもトップ・クラスに位しており，ローラ
ー・コンベアーによる運搬施設の合理化」が達成さ
れていた（同２０頁）。
　第三に，１９５５年から６２年までの７年間の間に従業
員数を５０名以上増加させた鋳物メーカーはいずれも
自動車部品の生産を主とする鋳物工場であった（E
工場：従業員２０４名，主要取引先プリンス自動車，
井関農機，S製作所：従業員１４８名，主要取引先い
すゞ自動車，日本ピストンリング）（同２４頁）。
　ここで１９５０年代前半に自動車用鋳物部品の生産を
開始し，高度成長期に量産化を進め，規模拡大を遂
げた事例として広島県の鋳物メーカー，広島鋳物工
業（創業１９３７年，現ヨシワ工業）を紹介したい１１）。
広島地区の鋳物産業では「東洋工業がシェルモール
ド法を１９５３年に導入し，大量生産に同法を……発揮
したことは，中小鋳物工場にも大きな影響を及ぼし
た」と言われている（広島県鋳物工業組合， １９８０， 
９頁）。広島鋳物工業は，１９５３年に鋳物工場（府中
町）を新設し，農機具部品，自動車部品，車輌部品，
水道部品など小物鋳物の量産を開始している。この
時期から三輪トラック用品などの鋳物部品を東洋工
業から受注し始める。東洋工業の本社工場拡張に伴
い，１９５７年に現在の本社工場がある海田町に移転し
た。１９６３年には和田製作所（機械加工）と合併，ヨ
シワ工業に社名を変更し，素材から機械加工，組立
までの一貫加工体制を確立した。その後，同社は自
動車用鋳物の生産ラインの自動化を進め，生産規模
を拡大させている。１９６９年版の『鋳鉄鋳物工場名

簿』によれば，同社の鋳物関係従業者数は６０～７９名，
月産４００～４９９トン規模であった（日本鋳物工業会， 
１９６８， １２４頁）。その後，１９７３年と１９８５年に２つの量
産鋳物工場（島根県）を建設し，企業規模を拡大さ
せていく。２０１８年現在，従業者数は約５４０名（派遣
含む），マツダの主要な１次下請・サプライヤとし
ての地位を確立し，日本有数の大手専業メーカーに
まで成長している。

（以上，本号）

注
１） フルモールド鋳造法に関する代表的な研究に富
田・高松（２０１３）および遠山（２００１）がある。

２） １９５０年代以降に銑鉄鋳物に対する材質要求の水
準が高まり，産業機械・工作機械などの分野では
ミーハナイト鋳鉄をはじめとする強靱鋳鉄，自動
車部品，造塊用鋳型，ロール，鋳鉄管などの分野
ではダクタイル鋳鉄（球状黒鉛鋳鉄）の技術導入
が進展した。材質をめぐる市場と技術の変化につ
いては永島（２０１０），（２０１１），（２０１６）を参照のこ
と。

３） 市川（１９６０）は「産業構造における鋳物工業の
地位」について，①機械鋳物は注文生産であるこ
と，下請・加工的性格が強いこと，②発注は景気
変動の調節弁ないし低単価が特徴であること，③
専業メーカーの技術水準が低いこと，④多品種少
量生産を余儀なくされ，企業合理化が困難である
こと，⑤企業の夥多性が過当競争を生み出してい
ること，⑥下請単価の買いたたきや下請代金の支
払い遅延によって中小鋳物企業の経営が圧迫され
ていること，⑦原材料の銑鉄は独占価格で仕入れ
なければならないこと，を挙げている。

４） この分類について，必ずしも絶対的なものでは
なく，たとえば繊維器具用は産業機械型ともみる
ことができるし，バルブコック用は自動車型の分
布であるとみることもできるとの注記がされてい
る（中小企業研究センター，１９７０，１０頁）。

５） 調査対象は製品用途別に見ると自動車，繊維機
械，電気機械器具，工作機械，内燃機，バルブ，
産業機械用の鋳物工場である。業態別は，自家用
の鋳物だけを製造している機械メーカーの一貫工
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場，販売用の鋳物だけを製造している専業工場，
自家使用する鋳物と外販する鋳物の両方を生産し
ている兼業メーカーである（日本綜合鋳物センタ
ー，１９６２b，２-３頁）。

６） 戸畑鋳物の木津川製作所（大阪）鋳造工場の鋳
型搬送装置や砂送り装置は，１９２０年代の日本では
革新的な量産工場として注目された。型込め，注
湯，砂処理の一連の作業が機械化されており，管
継手鋳物の大量生産を実現した（「金属」編集部，
１９７７，６８頁）。

７） いすゞ自動車は１９５７～５８年にかけて内製品をシ
リンダーブロックとシリンダーヘッドの２種類に
限定し，その他の鋳造品は外注化した。１９５９年か
らの小型トラックと乗用車の量産工場建設計画の
下で，内製品はさらに限定され，外注化が進んだ
（いすゞ，１９８８，２０７-２０８頁）。

８） 高丘工業の出資内訳は，トヨタが４０％，豊田自
動織機，愛知製鋼，豊田工機，トヨタ車体，デン
ソーの各社が４％，新川工業が２３％，八幡製鉄が
１７％である（齋藤，２００１，１２７-１２８頁）。

９） このAFD-6ラインは，シリンダーブロックなど
の中物鋳物の造型が可能なように新東工業に発注
したものである（アイシン高丘，１９９０，３６頁）。新
東工業は，従来のAFD型自動造型機の２～３倍
の能力を有するAFD-6型造型機を特別設計した。
このAFD-6型ラインは，モールドコンベアーの内
側に，上型および下型専用のAFD-6型造型機をそ
れぞれ４基（計８基）配置し，１５秒／枠の造型速
度を実現した（新東工業，１９７９，１４９頁）。

１０） 桐生機械はシリンダーヘッド，シリンダーブロ
ックなどの鋳造技術を持っていなかったため，プ
リンス自動車工業の斡旋により埼玉県川口市の鋳
物工場に技術員を派遣してその技術習得に当たっ
た（桐生機械，１９８１，１１０-１１１頁）。

１１） ヨシワ工業へのヒアリング調査（２０１８年１０月１０
日）。
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Abstract : This paper analyzes structural change that the casting industry underwent during Japan’s rapid 
economic growth from the perspectives of (i) the number of foundries, (ii) demand and supply, (iii) 

technology, and (iv) hierarchy. The analysis indicates the following. The way the casting industry has been 

assessed has changed through Japan’s rapid economic growth, together with its actual situation. While there 

has been an increase in number of the comparatively large-scaled foundries in the foundry pig iron casting 

industry, the majority of foundries, which are small and medium-sized, tended to remain flat or showed a 

gradual increase in their number. Overall, these foundries seemed to have maintained their size (small and 

medium), while increasing both production volume and productivity. The demand for casting, which had 

suddenly increased during the rapid economic growth, was related to automobiles and industrial machinery 

and equipment. The increase of these two qualitatively different demands triggered the structural change in 

the casting industry. This paper examines in detail the emergence of the mass production system that was 

able to accommodate the expanding casting demand for automobiles, while rapidly improving labor 

productivity. More specifically, auto manufacturers created a mass production system in their captive 

foundries and simultaneously outsourced castings to large-scaled foundries. Furthermore, the diffusion of 

specialized production by subcontractors for automobile-related casting production across small and medium-

sized companies led to stronger connections between automobile casting and small and medium-sized 

jobbing foundries. This facilitated the increase in the production of automobile-related casting industry 

clusters, as well as the emergence of jobbing foundries that could enlarge their business.

Keywords : Rapid economic growth in Japan, casting industry, automobile industry, small and medium-sized 
jobbing foundry
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